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「起債差止め請求訴訟」と自律的な財政
規律の確保
木　内　征　司
　（地方自治を否定しかねない判決）
　最近、と言っても最早旧聞に属することだが、自治体の存立基盤とも言
うべき財政自主権や課税自主権を制約しかねないオカシな判決が相継いで
でた。
　その一つは平成20年3月の横浜地裁判決。神奈川県の法定外普通税であ
‘る「臨時特例企業税」を「地方税法の趣旨に反する」税制と断じ、条例そ
のものを違法で無効であるとした。
　　「臨時特例企業税」は、法人事業税への外形標準課税の導入が見送られ
るなか、それにシビレを来した神奈川県が、H13年8月、その導入までの
当分の問の措置として、資本金5億円超の所得金額課税の全ての業種（電
気供給業など収入金額課税の4業種を除く）の法人を課税対象法人として
導入した。しかし、判決は「課税自主権」といった観点ではなく、地方税
法の規定を「いわば潜脱して」とまで述べ、これを違法と判断。　神奈川
県は「地方の課税自主権を非常に狭くとらえ…地方分権の流れに逆行す
る」として控訴した。（注1）
　二つ目は、平成19年10月の「東海道新幹線新駅設置の起債差止め請求訴
訟」の最高裁判決。これも地方財政法の解釈から、自治体の起債を否定し
た。
　ここでは、この「差止め請求訴訟」を姐上に乗せ、自治体の財政自主権
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を確立すべきとの観点から、起債をめぐる今後の方向を探りたい。構成は、
第1に地方債の基本的な考え方や現状を整理する。次に、起債を巡る過去
の争訟、例として東京都における二つの事例を振り返る。一つはS52（1977）
年の「起債訴訟」、もう一つはH3年の「減税公約と起債制限」である。そ
して第三に、「起債差止め訴訟」を取り上げ、その判決を検討する。最後に、
自治体の「財政規律の自律性」を確立する観点から、起債をめぐる制度的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼
な枠組みについて検討したい。
（地方の借入金残高200兆円と非募債主義）
　まず、地方債について基本的な点を整理する。
　地方債については、その法的な位置づけは地方自治法にある。そこでは
「別に法律で定める場合において、予算の定めるところにより、地方債を
起こすことができる」と規定し、地方財政法などがその「定め」だ。地方
財政法5条では、自治体の歳出は「地方債以外の歳入をもって、その財源
としなければならない」と、国の財政法と同様に、古典的な財政均衡主義
にたった非募債主義（公債不発行主義）を原則とし、その上で「但し書」
で起債できる場合を、建設事業の財源とする場合など、5項目を列挙して
いる。これらの規定は、戦争の拡大に伴う臨時軍事費特別会計などの赤字
を日銀引受けの国債を濫発して補てんした過去の反省にたったものと言わ
れている。しかし、「このような戦争財政への反省という時代精神に強く影
響されながらも、決してそれのみをかたくなに守ったわけではなく、他方
では、現代における新しい公債政策の展開に対しても決して無関心ではな
かった」ことから、地方財政法も財政法も、財政運営上必要な場合には、
公債の発行を行いうるよう「但し書」の規定をおいたのだ。
　加えて、地方債は国債と異なり、法律上、日本銀行による直接引受けの
規定もおかれておらず、その結果、日銀券（通貨）の膨張をもたらすおそ
れもない。それ故、財政運営上の議論はさておき、そもそも地方財政法で
132　ガパナンス研究　Na　5（2008年）
非募債（不発行）主義を規定する意味はなかった。（注2）
　では、現実の財政運営ではどうか。国と地方の長期債務は、欧米先進諸
国のなかでも群を抜く対GDP比157。5％の804兆円（H21年度予算べ一
ス）。地方財政だけでも、200兆円を超え（H19年度決算　普通会計債138兆
円＋公営企業債等58兆円＋交付税特会借入金34兆円）、このほか三セクなど
の債務もある。かってS40（1965）年度、国債発行が始まった頃、「公債を
抱えた財政」と言われたが、今ではまったく逆で「公債に抱えられた財政」、
国地方とも累増する起債残高は大問題だ。しかし、起債は現実の財政運営
上必要であるばかりでなく、その機能や役割の積極的な意義を否定するこ
とはできない。
　そして、起債の可否やその目的の是非は、そしていかなる起債が「但し
書」に該当するかを含め、それは財政運営の問題であり、基本的には地方
議会や国会の論議に委ねられるべきだ。「建設事業」や「公共事業」が起債
対象事業とされているが、その「建設事業」などの範囲には明確な基準は
なく裁量の余地を残しており、それは政策的判断の領域とされている。そ
うしたことから、財政法ではその範囲を予算で定め国会の議決を経ること
としており、自治体とて同じ、首長の判断の是非を議会に問うため、予算
で「起債の目的」などを定めその審議に付されている。従って、裁判所が
個別事業の起債対象の範囲をいたずらに狭く解釈し、財政運営そのものの
是非にまで立ち入るのは、結果として自治体の政策判断をも否定すること
になりかねない。
　さらに、地方財政健全化法がH20年度に全面施行されるなか、それぞれ
の自治体がその健全性を確保していくため、ある種の歯止め措置が制度化
された。起債に着目したものは「実質公債費比率」と「将来負担比率」の
2つがそれである。前者はフローべ一スでかつ連結決算で、現在の時点で
の公債費負担額を基準に算定される。後者はストックベースでかつ連結決
算で、将来の公債費や債務の負担見込額を現在の起債や債務の残高から判
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定する。起債については、この先の方向はこれらの指標について、その現
在の数値、過去からの推移、今後の動向見込みなどを基準に、自ら年々の
発行水準を判断し、将来にわたる償還財源の確保をすべきであって、原則
的には、個別の起債についてあれこれ国が関与すべきではなく、裁判所が
その可否を論ずるべきではないのではないだろうか。
　（遙かむかしの「起債訴訟」）
　起債をめぐる訴訟は寡聞にしてあまり聞いたことがない。しかし、振り
返ってみると、訴訟までには至らなかったが、東京都でも起債をめぐって
大きく議論が分かれたことがあった。
　その一つが「起債訴訟」。S52（1977）年10月、都議会本会議で当時の美
濃部亮吉知事の提案した「起債許可制度の撤廃を求める訴えの提起につい
て」の議案が否決された。自民党と新自由クラブが反対、公明党、社会党、
共産党は賛成、民社党は継続審議を主張。当時の議事録を読むと、議論は
美濃部都政の功罪に及ぶ激しいものであった。
　当時は、オイルショック以降のいわゆるスタグフレーション期で、都税
収入はS50（1975）年度決算で戦後の混乱期を除き初めて対前年度比マイ
ナスの伸びとなり、三選後の知事の政治課題の一つが「財政再建・財政戦
争」であったことにも示されるように、都財政は綱渡り的な財政運営を強
いられていた。しかし、S52年夏の参院選と同日に行われた都議選の結果、
当時の議員定数126名のうち、与党は過半数割れの惨敗（改選前67から54名
に、うち社会が20から18、共産が21から11、公明は横ばいで26から25）。一
方、自民は改選前の49から56名に増え圧勝。新自由クラブが2から10名と
議会運営でキャステングボートを握った。
　当時の各党の主張を見ると、与党3党が賛成するなか、自民党は、政治
的な思惑もあってか、t地方債許可制度は自治財政権を否定するものではな
く、むしろ地方財源を確保し、地方財政の健全性を守ることによって…」
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と述べ、許可制度そのものを肯定。新自由クラブの意見はなかなか微妙。
本会議では「基本的な考え方は、起債は本来自由であるべきだ…　しかし、
それにもかかわらず、今回の起債訴訟にな私たちはかなりの疑問がありま
す…以上の点から考えた場合、この訴訟提起の時期をもっと先に延ばすこ
とが好ましい」と主張。そして、新自由クラブは当時の自治省と起債につ
いて自治体の自主性を高めるよう再三にわたって折衝した。自治省は都議
会の状況をも考慮し、以前から自治体から改善要望が強かった「一般単独
事業債」の起債の許可方式を、「一件審査方式」から、国の補助事業である
「一般公共事業債」と同様に「枠配分方式」に改める旨、新自由クラブに
文書で回答。同党は「訴訟に訴える前にやることがあった」と述べ、採決
では委員会も、本会議でも議案に反対に回り、その結果議案は否決された。
新自由クラブは存在感を示したが、それはまた自治省の“働きかけ”の結
果とも言える。（注3）
　起債訴訟は、その否決が下水道料金の引上げの修正とともに「惨憺たる
幕引き」に至るその後の美濃部都政のある種の象徴ではあったが、「許可制
度」そのものを初めて真正面から問い直した意義は大きい。
　　t　そして、起債についての国の関与は、H11年の「分権一括法」で、起債
が「許可制度」から「協議制度」に移行した（その時期はH18年度）とは
いえ、今でも存続しているのだ。
（これも今はむかしの「起債制限問題」）
　ときはH3年4月の都知事選挙。鈴木俊一知事は「高齢多選」批判のな
か四選に出馬、これを阻もうと立候補したのが、小沢一郎幹事長率いる自
民党本部と公明党と民社党が推薦するNHK記者の磯村尚徳候補。磯村陣
営の選挙公約10項目の一つが「都民税などの1兆円減税」、都民税を1／2に
して4年間で「必ずできる1兆円減税！！」がそのスローガン。
　しかし、当時、起債は許可制度の下にあり、地方財政法5条で、住民税
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など普通税の税率が地方税法で定める標準税率を下回る場合には、道路、
学校などの公共施設等の整備に充てる起債ができない旨規定されていた。
これが「起債制限」（「制限」というより「禁止」）と言われるもので、以前
から「普通の経済人、金融人の常識からすれば、この規定ほどコッケイな
ものはない。…　　（標準税率を下回り）課税余力を残している地方団体こ
そ安心して貸せるわけである」と批判されてきた条項。
　磯村候補は「真の地方自治を確立するために地方債の発行を制約してい
る今の制度を緩和する方針を、自・公・民の三党は合意しました。（地方交
付税の不交付団体＝東京・大阪・神奈川等々の自治体を対象とする）」と主
張。でも、選挙目当ての減税はいかにも拙劣、平時であったならもっと議
論を深めることができたのではないか。当時の国会の論戦を読んでも、自
治省の答弁は、自民党内の分裂に配慮し、「既に選挙も告示をされまし
て、…選挙活動の最中でもございますので、…意見を申し上げるというこ
とは差し控えさせていただきたい…」としたうえで、「ただ、現行の地方
税制度を申し上げるならば、」と、否定的ながらではあるが、あくまでも制
度の説明に終始している。なお、選挙後の都議会でも、「起債制限の改善を
主張すべき」との質問に対し、当選した鈴木知事は「起債制限の趣旨は…
理解できる面もございます。」としたうえで、「今後さらに慎重に取り組む
べき課題であると認識しております。」とこれも否定的な答弁。（注4）
　ところが、この「起債制限」も現在でも生きているのだ。起債が「許可
制度」から「協議制度」に移行した後においても、地方財政法5条の4第
4項は、普通税が標準税率を下回る場合には、「協議」ではなく引き続き「許
可」を要すると規定しており、「禁止」ではないとはいえ、「許可」という
ことでで、なお「起債制限」の条項は存続。
　一般に起債の「許可団体」とは、現行制度では、実質赤字比率や実質公
債費比率、公営企業にあっては資金不足比率などの財政指標がある一定比
率を超えた自治体や公営企業がそれに該当し、そうした自治体などでは償
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還財源の確保が懸念されることから、「協議」ではなく「許可」によるとし
たもの。減税をそれと同列におくことは行き過ぎた「親こころ」。自治体間
の人気取り競争や行き過ぎた企業誘致合戦を防ぐためであったとしても、
でもその結果責任は地域住民が自ら負うべきもの。現在の枠組みを前提と
したとしても、「協議」か「許可」かの振り分けは、基本的には財政指標、
起債の償還能力である財政指標を基準とするのがスジ。
　また、仮にある自治体が問題提起のため減税を打ち出した場合は、いか
なる減税であるなら起債が「許可」となり、「不許可」となるのだろうか。
その判断基準は不明だ。何らかの方法で減税を規制したいなら、その規模
や期間の如何を問わず一律に「起債制限」を当てはめるのではなく、減税
による減収額を財政指標の算定に反映させればすむことである。
　「起債制限」制度は結果として自治体の課税自主権を制約するものであ
り、その撤廃（かっての選挙公約がいう「緩和」ではなく）が今後の課題。
もちろん、地方財政が総体と」て苦しい財政運営を強いられているなか、
例え財政的に余裕がある自治体であったとしても、減税は選択肢たりえな
いが、「減税するなら起債制限」との今の制度は改めるべきだ。
（新幹線新駅起債差止め請求訴訟の経緯）
　はじめに、事件について経緯や経過を振り返ってみる。次に判決を財政
制度や財政運営の視点から検討する。
　訴訟の舞台は滋賀県栗東（りっとう）市。
　栗東市は県の南部地域に位置し、県都大津市や草津市、守山市などに接
したまち。人口は64，000人、H3年に琵琶湖の東岸を走る琵琶湖線（東海
道本線・北陸本線の一部）の草津～守山間に栗東駅が開業、京都まで30分
以内の京阪神の通勤圏の都市。宅地化が進み人口も増加し、H13年10月に
市制施行、今も人口は増加している。財政規模は概ね230億円（H19年度普
通会計決算）、税収の構成比が高く、財政力指数は1．106で交付税の不交付
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団体。一方、財政指標のひとつである「将来負担比率」が336．0％と、「早
期健全化基準」の350％に近いことや土地開発公社の長期保有地などの問題
も抱えている。
　市内の鉄道は3路線、しかし、東海道新幹線は勿論、かっては東海道・
北陸本線も市内に駅はなく通過、市内の乗降駅は草津線（滋賀県草津市～三
重県伊賀市）であった。
　　　　　　　　　　　　　　　　◇
　新幹線新駅設置をめぐる主な経過を追って見ると、①新駅そのものにつ
いての流れは
　・S63（1988）年に「東海道新幹線（仮称）栗東駅設置促進協議会」が
　　当時の栗東町を含む関係11市町（後に滋賀県も加入）をメンバーとし
　　て発足。
　・H8年には「南びわ湖駅」の位置を決定、　JR東海に新駅設置の協議を
　　申し入れ。
　・H14年4月　滋賀県・栗東市・促進協議会・JR東海の4者間で「基本
　　協定」を締結、その後、H17年12月には4者間で「工事実施協定」を
　　締結。これらにより、新駅の位置、新駅の構造と施工方法、開業年次、
　　概算工事費や県市の負担額などが定まり、工事に着手。
　　新駅の施工方法は「仮線工法」と定めたが、それは新駅付近の新幹線
　　が高架構造ではなく盛土構造であり、新幹線を運行したままで新駅工
　　事の掘削を行うことが安全上できないためである。また、概算工事費
　　は、先行の請願駅と比較して高く、240億円（うち仮線工事費は102億
　　円）と見込まれた。
　・しかし、その後の知事選での結果をうけて関係者間で協議したが、協
　　定類の履行について関係者間で合意に至らなかったことから、結果と
　　して、H19年10月末に協定類は「終了」した。
　②新駅に関連する町づくりとしては
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・新駅17）駅前約50haの市施行の「栗東新都心土地区画整理事業」
　新駅建設が中止になったことから、区画整理事業も止めることになっ
　たが、仮換地指定、そして工事着手もされており、市土地開発公社の
　先行取得した用地を含め、その後始末は大変。
・今回の訴訟に直接関係する事業は、新駅設置と土地区画整理事業とに
　連動した都市計画道路の整備。その道路は新幹線と交差し、その下を
　くぐり琵琶湖線栗東駅方向に向かう路線で、その幅員を30mに拡幅す
　る計画。これも新幹線の盛土を掘削することから仮線を設け新幹線を
　振らなければならない。
　話を複雑にしているのが「仮線工事」。同じ「仮線工事」ではあるが、
　観念的には「新幹線新駅建設のための新幹線仮線工事」と「都市計画
　道路拡幅のための新幹線仮線工事」の二つの工事が存在する。
　なお、栗東市は起債起債対象事業はあくまでも後者であると主張した
　が、判決は基本は前者だと認定し、それは地財法5条で定めた起債対
　象事業に当たらないと。
③そして訴訟の経過は
・H17年10月住民監査請求　その却下後のH18年1月に住民訴訟が提起
・H18年9月大津地裁　起債差止め請求を認容する判決
・H19年3月大阪高裁も同様な判決
・H19年10月19日原審と同じ最高裁判決　差止めが確定
④滋賀県内の政治状況の変化
・H18年7月　新幹線問題が最大の争点であった知事選挙で嘉田由紀子
　知事が当選、その推進派であった現職の国松善次知事（自公民推薦）
　は敗退。
　新知事の公約は「限りなく中止に近い凍結の方向」であり、「関係者間
　の合意が得られるよう努力」。
・H19年4月　県議会議員選挙で自民党は議席を大幅に減らした。既に、
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民主党が知事選後に「一たん立ちどまって凍結し、議論の仕切り直し
を行う」（H18年7月定例会）と方針を転換していたこともあり、県議
会は「凍結派」が過半数となった。
・こうした事態をうけ、自民党も、これまでの「滋賀の将来にとって新
駅は必要であるとの思いは変わりません」（H18年7月定例会）あるい
は「新駅は滋賀の将来にとって必要な社会資本と考えており」（H18年
9月定例会）との主張から、県議選後のH19年6月定例会では「我が
自由民主党・湖翔クラブは議席数が激減し…県議会の勢力構図が大き
く変わりました。このことを真摯に受けとめ、今後の会派運営に生か
していかなければならない」とし、「今は凍結状態から、この先どうす
るかが問われている段階…関係者との対話を進め、土地区画整理事業
を含めた総合的な解決策を示すことが急がれます。我々は、その解決
策を支持するという立場から、知事の解決策提示に向けた御努力に期
待するものです」に、その方向を「推進から凍結に」転換した。
また、栗東市でも、市長選、市議選のなか市民の意見が分かれた状況
であった。
・推進か凍結かは、県や市、促進協議会の場で激しい議論がなされたが、
前述の通り協定などで定めた期限までに関係者間で明示的には合意に
至らず、結局、「現行協定類に基づく」新駅設置事業（将来の新駅まで
は否定していない）は中止となった。（注5）
そして、H19年10月末にJR東海などとの協定類の期限切れを迎える
なか、そして「中止」で決着するうえで、10月19日の最高裁判決は、
意図したか否かは別として、その効果は大きかったのではないか。
（財政自主権の意義に無理解な判決）
　新幹線新駅の設置が必要だと主張する人はまあ少数だろう。でも、新駅
設置事業の是非と自治体の起債が適債事業に当るか否かの判断は分けて考
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　　♪
えるべきだ。判決は、結果として「不要な事業だ、そのための起債は違法
だ」と判断していると言わざるを得ない。
　判決の内容について検討したい。争点は基本的にはただ一点、「本件起債
は、（改正前の地方財政）法5条に反し違法か否か」である。
　原告（栗東市の住民など）の主張は、
　　本件起債は、実質的には、本件道路建設事業費ではなく、a（JR東海）
　が所有管理する予定の新駅建設に必要な仮線工事のためのものであ
　る。…法5条は…地方債をもって財源とすることができる場合を5つ
　の場合に限定したものであるから、各号に該当する適債事業の解釈は厳
格なものでなければならない。…仮線工事は、新駅建設のための工事で
　あって、本件道路路拡幅工事とは一体の工事とはいえず、時期的に同時
　に施工しなければならないわけでもないから、本件道路拡幅工事のため
　に必要ではない。…新駅の建設は、無駄な公共事業の典型
であると。
　それに対し被告（栗東市）の主張は、
　　本件起債は、新駅建設の財源に充てられるものではなく、本件道路拡
幅工事の財源に充てられるものであるから、法5条5号の要件を満たし
適法である。…地方公共団体が財政資金を使って、いかなる公共事業を
実施するか、その財源としていかなる財源を充てるかは、もっぱら政策
上の問題であり、地方公共団体の長の広範な裁量に委ねられている。…
本件道路拡幅工事と仮線の設置は一体不可分であるがら、本件道路拡幅
工事の費用には本件起債で賄う予定の部分の仮線工事費用が含まれる
と反論した。
　しかし、第一審の大津地裁は、H18年9月25日の判決で、本件起債は法
5条に反し違法とし、既に借り入れた部分を除く起債の差止めを命じた。
　　　　　　　　　　　　　　　◇
判決の問題点は二つ、その一つは「法5条の趣旨」についてである。判
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決では、その趣旨は「歳出は地方債以外の収入をもって賄うことを原則と
した」と述べ、「もっとも」と続け、「その財源を地方債に求めることとな
る場合も考えられる。そこで、上記趣旨により、地方債の発行を同条1号
ないし5号の5つの場合に限定している。」と、地方債そのものについては
本来例外的・制限的な存在であると理解している。しかし、現実の財政運
営を見るまでもなく、立法時においても、前述したように、法が「時代の
申し子」であるが故の制約を前提としつつも、国債・地方債の役割や機能
に積極的な意義を認めていたのだ。判決は失礼ながら法の皮相的な理解に
止まっている。その証左に、判決文は、その出典を記してはいないが、か
の有名な著作である『地方財政法逐条解説』の該当条項の解説とまったく
に近いほど同文。
　二つ目の問題は、その限定された地方債について「何が起債対象事業に
該当するか」の判断。判決は、「道路の建設事業費とは、当該道路の建設工
事そのものの費用のみではなく、当該道路工事とは別途の工事であっても、
当該道路工事をするに当たって必要な工事の費用も含まれると解すべきで
はあるが」と述べ、別途の工事であっても起債対象事業に該当する場合も
あるとはしてはいる。しかし、それが「必要であるかどうかについては、
地方債の発行目的を制限することによって地方公共団体の財政運営の健全
化を図ろうとする同条の趣旨から、当該道路工事の工法等からみて、…必
要不可欠かどうか、…合理性を有するかどうかで判断するのが相当」と述
べ、栗東市の裁量権は、それが市議会の議決を経た起債であるにもかかわ
らず、それを否定しながら、「必要不可欠」や「合理性」の判定は裁判所自
らの裁量に委ねている。そして、もともと新幹線新駅の設置自体が必要不
可欠でも合理性を有するものとは言いがたいのだから、「当該道路工事とは
別途の工事」である「仮線工事」も「必要不可欠」でも「合理性を有する」
ものではないとの結論に至るのは当然の帰結である。判決では新駅設置自
体の是非、それこそ自治体の政策判断に関わることであるので、その是非
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にまでは踏み込みえないので、「仮線工事」の必要性や合理性を論ずるとい
う持って回った立論で、結果として市の政策判断を否定。（注6）
　さらに、「何が起債対象に該当するか」の判断の根拠に地財法5条の「趣
旨」を持ち出しているのは納得できない。その趣旨を簡潔にかつ単純に言
えば、それは「起債の対象事業は投資的な経費に限定する。」そして、その
ウラの意味は、「経常的な経費に充てることは財政運営の健全化の観点から
できない。その必要が生じたときには別途特例的な根拠規定を設けること
が必要」である。また、「起債を充当する事業そのものの必要性、起債を充
てることの是非などは財政運営に関わることであり、それは首長や議会の
判断に委ねられている」ということ。さらに、「首長や議会の判断は最終的
には住民によってチェックされるべき」ということ。蛇足を加えれば、当
時は起債が許可制度のもとにあったから、許可というブイルターも通過し
ているとも言える。裁判所が、“ご親切にも”財政運営や財政の健全性にま
で心配りして、投資的経費の範囲を個別工事の内容にまで踏み込んで、判
断するのはオカシ5。
　　　　　　　　　　　　　　　　◇
　議論の場は、大津地裁から大阪高裁に移った。高裁はH19年3月、「原判
決は相当である」とし、栗東市の控訴を棄却した。
　その判決の問題点は地裁判決と同じであるが、あえてそれに加えもう一
点。
　判決は市の起債について「栗東市は、…新駅設置のための仮線工事費の
2分の1の負担が決定し、その財源確保の必要に迫られたところ、仮線工
事だけを独立してみれば適債事業に当たるとはいえず財源確保が困難で
あ」ったので、新幹線仮線工事を「本件道路拡幅工事と同時・一体の工事
と説明して起債して財源を確保しようとして本件起債をした」としたうえ、
「設置される仮線は、新駅建設工事のためのものであ」り、その「仮線工
事に伴い、本件道路拡幅工事を行うこととなったというべきである。比喩1
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的に表現すれば、本件道路拡幅工事が仮線工事の関連工事という態様であ
っても、その逆ではない」と。分かりにくい判決文を端的に言えば、「新幹
線仮線工事」は先述したように観念的には2つに分けられるが、その「仮
線工事」は「道路拡幅工事のための新幹線仮線工事」ではなく、「新幹線新
駅建設のための新幹線仮線工事」であり、前者に名を借りその実は後者の
工事であると認定し、その起債は法5条に違反するとているが、それはオ
カシイ。
　ここでの議論は、判決も含め、適債事業に該当するか否かである。新幹
線新駅の是非やその判断の適否は訴訟の対象外である。従って、新駅設置
が政策的判断として必要とされたならば、そのための財源を何としても確
保しようすることは市として当然の責務。そしてそれを起債に求めるのも
ごく普通のこと。でも新幹線の仮線工事に直接起債を充てることができな
いなら、その工事を道路拡幅工事に含め、その全体を起債で賄おうとする
のもまた当然。それをどのように説明しようと、さらに、何が主たる工事
か関連工事かには特段の意味はない。それを何かことさら“たくらみ”の
ように述べるのはイサミ足。（注7）
　そして、H19年10月の最高裁判決。
　これらの判決は、本来自治体の財政自主権を構成する起債について、自
治体の裁量権を正面から否定。例え不要な公共事業を否定するためであっ
たとしても問題を残す判断だ。
（今後の方向は　一その1つは議会の関与の強化）
　地方財政や地方債に対する無理解な判決、そうした判断を招かないよう
な方策はあるのか。非募債（不発行）主義を掲げた地方財政法5条を改め
るのも一つの手だて、でも例え地方債と国債の性格が異なるとしても、そ
れはあまりに易き道。まずは自治体がその時々に下した政策判断を徒に引
きずることなく、時代状況の変化に応じ、改めて原点に立ち返って自ら再
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検証していくことが大切。そして自らに厳しい財政規律を課すのが先。パ
プル期に作られた新幹線新駅計画が最近まで生きていたのは、類例が多々
あるとはいえ、財政規律の観点から問題であったと言わざるを得ない。
　財政規律を自律的に確保していくうえで、起債に着目した手法は有効だ
ろう。今日、地方財政が抱える最大の問題はその膨れあがった起債残高。
その縮減を図るためには、まず自らが発行抑制を継続的に行っていかなけ
ればならないが、増加しがちな起債を将来にわたって自らの責任でコント
ロールするには何らかの仕組みや枠組みを制度的に組み込んでおくことが
必要ではないか。ここでは、そうした仕組み、一つは「関与の強化」の、
他方では「関与の緩和」の方向での仕組みについて検討する。
　まず、「関与の強化」。地方分権の流れのなか国によるそれは望ましくな
いのは当然。住民や議会によるコントロールを強化する仕組みが必要だ。
起債は償還期間が30年にも及び、それが単年度のみならず将来の財政運営
をも制約しかねないからだ。
　現行の仕組みでは、予算の議会審議において、当年度の起債発行総額や
目的別の限度額等、目的別残高（前々年度末・前年度末・当年度末）が予
算書や予算説明書の内容として議会に提出され、それらは住民に公表され
る。また、予算の発表時には、予算の規模や特徴、主な事業の内容などが
公表されるが、そのなかで起債依存度なども明らかにされることも多い。
しかし、それらの資料から多くのことを読み取るのは難しい。さらに、「地
方財政健全化法」で、「実質公債費比率」や「将来負担比率」などの指標の
公表がH19年度決算から義務づけられた。議会においてその指標の意味な
どについて審議に活用されることが期待されてはいるが、それにはまだま
だ時間も必要だし、何よりも議会の調査研究能力のアップが重要。活発な
議論を呼び起こしていくためには、指標等の既定の資料に加え、さらに充
実した議論の素材が提供される必要がある。
　新たな資料として、まず、当年度における起債対象の事業健設事業や
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出資・貸付など）の範囲と事業費総額、そして個別事業ごとの事業内容と
事業費、その財源内訳などが分かるような資料が必要だろう。赤字債のよ
うな特例的な起債ならばその旨の説明が記載される。借換債については、
最近の大阪府の例を引くまでもなく、当年度満期到来額と借換債発行額を
明示するなど、当年度の起債発行額に関連する情報が先の起債残高の資料
と関連づけて一覧性をもって表示された資料が欲しい。
　第2に、当年度の起債発行予定額と将来にわたっての償還能力との関係
が理解できるような資料が必要だろう。それは予測の域を出ないかもしれ
ないが、一定の前提、例えば起債額が今後も当年度と同額と仮定するなど
の前提をおき、残高、元利償還費、さらには実質公債費比率などの指標の
将来の推計値を算定し、それをその算定基礎とともに公表するのはどうだ
ろうか。そして償還能力にいささかでも不安が残るならば、起債の抑制を
することはもとより、必要な償還財源の確保策を追加的に実施しなければ
ならない。それは「このままいっても、償還能力に問題はないのはもちろ
ん、一般の政策的経費を圧迫することもない」ことが説明されなければな
らないということだ。
　こうした情報提供が首長に義務づけられるなら、議会審議も活性化し、
新幹線新駅設置のようなムダな事業の歯止めにも役立つのではないだろう
か。さらに、それが制度として機能するようなったならば、償還費負担で
アップアップする前に、自らが自らに「早期是正措置」を課すことができ
るのではないか。
　（2つ目は国の関与の緩和）
　住民や議会の関与の仕組みを充実することを前提に、「国の関与」を緩和
することも検討課題だ。起債についてはH18年度に「許可制度」から「協
議制度」に移行した。それは実態に合せて制度を改めただけともいえるが、
そうであったとしても、国の関与の度合いは緩和された。そして、「実質赤
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字比率」や「実質公債費比率」、公営企業における「資金不足比率」が一定
比率を超えると、「協議」が従前通りの「許可」に移行する。また、その比
率がさらに悪化し、地方財政健全化法上の「早期健全化基準」や「財政再
生基準」を超えると、健全化計画等の策定が義務付けられ、起債について
も発行自体が制限される場合もある。
　ここでは、「協議」という形態での国の関与につき検討する。現行制度で
は、自治体が起債する場合には「自治大臣又は都道府県知事に協議しなけ
ればならない」（地方財政法5条の3）と規定し、「協議」（地方自治法245
条1項2号）を義務づけている。そして、協議において同意に至った「同
意債」には財政融資資金などの公的資金が配分される。さらに、「同意債」
の元利償還費は地方財政計画に算入され、その一部には交付税措置がある。
それに対して同意に至らなかったが、自らの判断で起債する「不同意債」
には、公的資金の配分や交付税措置はない。
　今日、なお「協議制度」を存続させる意義はあるか。
　その意i義は、最近では「地方債償還財源の保障」「財政の健全性の確保」
「資金需要の調整と資金の適正配分」「一般財源措置との調整」「地方債の
信用力の補完」の5点にあると。これらの理由づけは、かっての「許可制
度」時代と大きくは違わない。古くは「地方債発行の適正限度の保持・資
金需要の調整・資金配分の公平」を、ある時には、「国の経済政策等とのマ
クロ調整機能」を理由にあげているが、内容的には先の5項目にほぼ同じ。
（注8）
　それらの理由につき検討してみると、まず、昔から言われてきた「資金
需要の調整」云々は、前述の「起債訴訟」の時代でさえ疑問符がついた理
由。まして今日では市場に資金は潤沢にあり、資金が逼迫し需要に応えら
れない状況にはなく、民間部門や公共部門を通じて資金調整をおこなう必
要はなく、現にそうした調整はおこなわれていない。何らかの配慮が必要
なのは、財政力が相対的に弱く市場から資金を調達しにくい自治体の資金
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需要。それらの団体については公的資金の優先的配分が必要であるが、そ
れは「協議制度」の必要性を意味しない。公的資金供給者である国（総務
省が一元的に）が「貸し手」としてそれら団体と個別に「協議」すればい
いのである。その「協議」はあくまでも償還能力の確認のためであるから、
財政指標の提出程度で足りるはず。借り手、貸し手双方の事務負担の軽減
にも寄与する。
　次に、「償還財源の保障」と「一般財源措置との調整」だが、いずれも交
付税などの財政措置全体の整合性や財源保障を理由としており、ほぼ同義。
しかし、そこでいう財源保障とは地方財政計画への算入であり、償還費を
含む歳出が税収や交付税などの歳入と見合っていることを計画上示したも
の。償還費の一部が交付税で措置（起債の事業区分毎に定められた算入率
でその償還費が基準財政需要額に算入）されるが、これも文字通り「措置」。
税収が僅かで一般財源の多くを交付税に依存する自治体であれば、交付税
総額が減少する方向にあるなかではあるが、「措置」に実質的な（交付税そ
のものが相対的に多くなる）意味がある。しかし、交付税のウエイトが小
さい団体にとって、その償還財源の多くは交付税ではなく税収であり、「措
置」の意味はずっと小さい。まして、「償還財源の保障」等のために「協議
制度」が必要とも言えない。地方財政計画への算入は自治体から起債額が
報告されば年々の償還費の推計額も分かり可能であり、起債の事業区分毎
に算入率が異なる交付税措置もその区分が把握されれば計算は可能だ。し
たがって、これも「協議制度」の必要性の理由にはなりえない。ただ、地
方債も地方財政計画上の財源、国の関与の緩和は地方財政計画を基本とす
る現行制度の枠組みの大きな変更をもたらす問題でもある。
　4点目は「財政の健全性・発行の適正限度の保持」。公共投資の拡大を誘
導し起債残高の膨張を招いたのは誰あろう「国の経済政策」、それに乗った
自治体も大いに問題だが、この先も「協議制度」を通じて、国に「健全性」
や「適正限度」を後見してもらう時代は終わった。起債の適切な活用や財
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政の健全性の維持は自治体自らの責務だ。そうした意味では、「協議制度」
の存否に関わりなく、この「財政の健全性」云々の理由だけはイタダケナ
イ。
　5点目の「信用力の補完」にはそれなりの意義はありそう。最近、自治
体は、その最初は横浜市であったが、格付機関の格付けを取得することが
多くなってきた。発行体格付けのレポートでは、格付に当たっては発行体
固有の信用力を基本としながらも、「中央政府による支援を一定程度織り込
んでいる」（S＆P）、「中央政府による地方財政の監視および財政調整制度な
どの制度的枠組みが地方自治体の信用力に大きく寄与している」（Moody’
s）などの文言も見え、国の「支援・監視・制度的枠組み」が信用力の補完
に寄与していることは確かだろう。でも、その意味は、現行の国地方間の
税財政関係が、その是非はおくとしても、中央集権的な制度であり、結果
としてそれが信用力の補完だということ。「協議制度」もそれら制度のもと
での手続き、その意味では「協議制度」も間接的には信用力の補完に寄与
しているかもしれない。しかし、手続きである「協議制度」が別の手続き
（例えば前述の報告など）に変わったとしても、中央集権的な制度そのも
のが同じであれば、格付も含め「信用力の補完」への影響はなく、これも、
「協議制度」の存続の理由たりえない。
　「許可制度」を衣がえした「協議制度」ではあるが、それは起債の「自
由化」に至る過渡的な形態と言えるだろう。
　　　　　　　　　　　　　　　◇
　今日自治体は「地方分権」の実現を目指しているが、それは自らに重い
責任を課すことでもある。また、「地方財政健全化法」がH20年度（財政指
標の公表はH19決算から義務化）から全面施行されるなか、自治体には自
らの財政を厳しく律していくことが求められている。
　先述した新幹線新駅設置事業は昭和60年代に計画されたもの、その時の
政策判断が、経済環境などが変化するなかにあっても、知事交代まで再検
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討されなかった。それこそが根本的な問題であり、「立ち止まらせる」仕組
みが是非必要だろう。「行政評価制度」など判断の是非を検証する手法もあ
るが、カネ、とりわけ起債に焦点を当てた仕組みは有効だろう。
　起債はツケを後世代に残すもの、「自己責任」を明確にする仕組みを導入
して、それを果たしていかなければならない。その一つは「議会の関与の
強化」であり、ふたつ目は、そのうえでの「協議制度」の見直しである。
その方向は関与の緩和、例えば一律的な「協議」から、原則的には「報告」
へ、例外的に「協議」もといった緩和ではないか。同時に、自らでは財政
規律を保持できず、財政指標が一定比率を超えた場合には、この間国が誘
導した公共事業拡大政策による指標の悪化をも割り引いたうえで、「許可」
の厳格化など、制約を強めざるをえない。
　自治体は、財政規律の保持を他者、国や裁判所に委ねるのではなく、そ
の自律性を自らの手で作り上げていかなければならない。それが「地方自
治の本旨」ではないだろうか。
（注1）神奈川県HP
　　　　地方税制等研究会「地方税財政制度のあり方に関する中間報告書」H
　　　　12．5
　　　　同「法人課税の臨時特例措置に関する報告」H13．1
　　　　同「法人事業税への外形標準課税の導入に伴う臨時特例企業税の見直
　　　　しについて」H15．10
　　　　「月刊判例地方自治」ぎょうせい　NO．306号　H20年9月　29頁～
　　　神奈川県知事定例記者会見　H16．128　H17．11．1　H20．3．28など
（注2）大蔵省財政史室「昭和財政史一終戦から講和まで」第4巻　1977．5　174
　　　頁～
　　　鈴木武雄「日本公債論」金融財政事情研究会　昭和50年12月　58頁～
　　　280頁～
（注3）「起債訴訟について」「起債訴訟問答集」「起債訴訟をめぐる法律用語の
　　　解説」東京都　昭和52年9月
　　　「昭和52年東京都議会会議録」第12号（9月29日）～第14号（10月4日）
　　　第16号（10月13日）～第17号（10月14日）
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　　　　「財務主税委員会速記録」第20号（昭和52年10月6日）～第23号（10月
　　　12日）
　　　朝日新聞　1977年7月12日、10月13日などの新聞記事
　　　　「昭和53年度地方債許可方針」「昭和52年度同」
　　　参議院会議録　本会議　昭和52年10月8日　原田熊雄（社）質問に対す
　　　る総理・自治大臣答弁
（注4）朝日新聞　1991年4月4日「創ろうみんなの東京の会」の選挙広告など
　　　の新聞記事
　　　鈴木前掲書　285頁～
　　　参議院会議録　地方行政委員会　H3年3月26日　岩本久人（無）に対
　　　する自治大臣・政府委員答弁
　　　同H3年4月9日　栗林和夫（社）に対する自治大臣・政府委員答弁
　　　平成3年第2回都議会定例会　H3年7月3日　橋本辰二郎（公）質問
　　　知事答弁
（注5）栗東市HP「平成20年度栗東市行財政概要」「新幹線新駅問題」
　　　滋賀県HP「新幹線新駅についての情報」各年の定例会などの「会議録」
　　　総務省「決算カード」「財政状況等一覧表」
（注6）裁判所HP　裁判例情報「平成18年9月25日大津地裁判決」
　　　石原信雄「地方財政法逐条解説」ぎょうせい　平成12年11月　54頁～
（注7）裁判所HP「平成19年3月1日大阪高裁判決」
　　　なお、平成19年10月19日の最高裁の「上告棄却・上告受理申立不受理の
　　　決定」は裁判所HPに掲載されていない。また、利害関係人（民訴法91
　　　条）にも当たらないことから入手できなかった。
　　　新聞各紙　H19年10月20日記事「市債差止め確定　最高裁が上告棄却」
　　　　「月刊判例地方自治」ぎょうせい　NO．296号　H　19．1235頁～
　　　同　NO．299号　H20．3　5頁～
（注8）　「平成20年度地方債のあらまし」地方財務協会　H20．7　3頁～
　　　　「地方債」同　S52．6　17頁～　「地方債」同　H7。1224頁～
　　　　「地方債質疑応答集」同　H11．11　1頁～
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